




































　 1 ． 鳩山・菅民主党政権－不明瞭な外交戦略と原発
輸出
　 2 ． 第 2 次安倍政権の登場－特定秘密保護法，開発
協力大綱，安全保障法制
Ⅲ　日本のNGOと市民社会の課題
　 1 ．日本のアドボカシー NGO
　 2 ．ODAをめぐる環境と社会問題
































































日本は，「ODA第 1 次中期目標」として「３ カ
年倍増計画」を進めていく。以後，1981年 1 月
の「第 2 次中期目標」，1985 年 9 月の「第 3 次
中期目標」，1988年 6 月の「第 4 次中期目標」，


































































































































































































　翌年2008年 5 月に参議院は，目前の第 4 回


































































































































た 26）。三井物産の受注活動の自粛は 6 年後の



















































































































































































































































同年 3 月31日より第 1 回会合が開かれ，同年 6
月13日に第 4 回会合を終え，報告書をとりまと






































































































































































































































































































































































1978年 7 月 ODA第 1 次中期目標「3 カ年倍増計画」 　
1981年 1 月 ODA第 2 次中期目標 　
1984年 　 日本，世銀第 2 位の出資国となる
1985年 9 月 ODA第 3 次中期目標 　
1988年 6 月 ODA第 4 次中期目標 　
1989年 日本のODA実績世界一に 　
1990年 6 月 日本政府インドのナルマダ・ダム追加融資凍結 　
1991年 4 月 海部総理「ODA4 指針」 　




1993年 6 月 ODA第 5 次中期目標 　
1993年10月 東京アフリカ開発会議（TICAD Ⅰ） 　
1997年 大蔵省・NGO定期協議開始 アジア通貨危機
1998年 5 月 　 インドネシア・スハルト政権退陣













2002年 8 月 三井物産入札談合事件発覚 　





2003年 3 月 インドネシア・コトパンジャンダム住民訴訟② イラク戦争開始






2008年 5 月 第 4 回アフリカ開発会議（TICAD IV）横浜で開催 　
2008年 8 月 ベトナムでPCI贈収賄事件発覚 　
2008年 9 月 　 リーマンショック










2010年 3 月 岡田外務大臣「ODA評価有識者会議」を廃止 　




2012年12月 第 2 次安倍内閣






2014年 7 月 安倍政権，集団的自衛権の行使容認を閣議決定 　
2015年 2 月 「開発協力大綱」閣議決定 　
2015年 6 月 　 中国，AIIB設立署名式

























































7 ） 表に 1 行のみODAの方向性がみられる。「経済財
政運営と構造改革に関する基本方針2006」（2006







































































































27） 「無償ODA自粛解除，国後不正入札事件から 6 年，
三井物産，受注再開へ」『日本経済新聞』2008年 5
月21日朝刊，11ページ。





捕　ベトナムで 5 人目」『朝日新聞』2014年 5 月 9
日夕刊，2 ページ。「ベトナムODA，新規採択を停
止　政府，リベート事件で」『朝日新聞』2014年 6
月 3 日朝刊，4 ページ。
29） 「 座 長 の 関 係 法 人 が 多 額 受 注　ODA 調 査，2
億 3 千 万 円 」『47NEWS』共 同 通 信，2009 年 12
月 21 日，〈http://www.47news.jp/CN/200912/






























32） 民 主 党『 民 主 党 の 政 権 政 策 マ ニ フ ェ ス
ト　Manifesto 国 民 の 生 活 が 第 一。民 主 党』，













建設も」『朝日新聞』2010年11月 1 日朝刊，1 ペー
ジ。
































年 4 月17日，8 ページを参照。
38） 以下の文書を参照。外務省『開発協力大綱につい









年 2 月11日朝刊，2 ページ。
41） 外務省国際協力局『開発協力大綱の決定』2015年














about/kaikaku/taikou_minaoshi/〉（2015 年 11 月
11日採録）。












































リン クを 参 照，〈http://www.grips.ac.jp/forum/
oda1.htm〉（2010年11月 1 日採録）。このサイトは，
政策研究大学院大学に設けられている。
54） 「誤算　不参加ありき甘い分析　G7『雪崩』読み
切れず　検証AIIBショック」『朝日新聞』2015年
4 月12日朝刊，2 ページ。
55） 以下の記事を参照。記事によれば，正確な統計で
はないものの，中国では1000前後の外国NGOが
長期に活動しており，短期間の協力活動を含める
と4000-6000近くに達するとされ，そのうち数百
のNGOが「政治的」背景を持つとされる。「中國立
法管理境外NGO 二審稿放寬開設分支禁令　一審
稿規定，境外非政府組織，及其代表機構，不得在
中國境內設立分支機構。」『南華早報中文網』2015
年 4 月21日。
　　 〈http://www.nanzao.com/tc/national/14cda4b 
2 f 3dc8e9/zhong-guo-li-fa-guan-li-jing-wai-ngo-
er-shen-gao-fang-kuan-kai-she-fen-zhi-jin-ling〉 
（2015年11月 6 日採録）
主要参考文献
ODA研究会（主査：横田洋三中央大学法科大学院教授）
『参議院外交防衛委員会調査室委託調査（政府開
発援助等に関する特別委員会担当調査室）　主要
先進国における海外援助の制度と動向に関する調
査』政府開発援助等に関する特別委員会担当調査
室，2008年 3 月。
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